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経営成績に関する分析 

 
 

（当中間期の成績）  

当中間連結会計期間における我が国の経済状況は、大手企業を中心に企業収益の改善に

よる設備投資の増加や雇用の改善が進み、穏やかな景気回復基調にありました。 

このような経済状況のもと、当社グループの属する映像制作業界におきましては、メデ

ィア視聴環境の多様化が急速に進展する一方で、多メディア利用に向けたコンテンツ・ビ

ジネスの競争が更に激化しております。 

当社及び当社グループは、こうした本格的デジタル・多メディア時代を勝ち抜くため、映

像制作及びスタジオ経営の更なる充実を進めるとともに、レンタルスタジオにおける売上の

向上、制作コストと全体経費の見直し等により、収益力の強化に努めてまいりました。 

なお、各部門の概況は以下のとおりです。 

 

映像事業 

 テレビ作品は、昨年 12月から全国で地上デジタル放送が本格的に開始され、各放送局は

自社コンテンツの確保を強化していることから、ドラマ・バラエティー・情報番組等の各

ジャンルにおいて、自社制作が増加しております。そのような中で、当社グループは、前

期に続き、次のとおり受注制作いたしました。 

 ドラマ番組では、東京放送の月曜ゴールデン「占い師みすず 事件は運命の彼方に No.2」、

テレビ朝日の土曜ワイド劇場「法医学教室の事件ファイル No.24」、「法医学教室の事件ファ

イル No.25｣、「新・警視庁 女性捜査班 No.2」とテレビ東京の水曜ミステリー9「密会の宿

No.6」、東海テレビ放送の帯ドラマ｢金色の翼｣全 65 話中 40 話を各々制作いたしました。 

 また、テレビ朝日のスペシャルドラマ「テレサ・テン物語～私の家は山の向こう～」を

共同制作し、第 6回テレビ朝日 21 世紀新人シナリオ大賞ドラマ「彼女との正しい遊び方」

にも制作協力いたしました。 

 情報番組では、テレビ東京の日曜ビッグバラエティ「全国！これが噂の大御殿 part20」、

横浜ケーブルビジョンの「かながわ 匠の技と街めぐり」シリーズ 1作品と「かながわ ら

く楽ウォーキング」シリーズ 5作品、また、ジェイコムせたまちの「自由散歩」シリーズ 1

作品、日本映画衛星放送の「映画と酒と豆腐と～中川信夫・監督として人間として～」を

各々制作いたしました。 



 

また、ビデオ作品では横浜市立大学の広報用ＶＰ「国際都市・横浜の知的創造拠点へ」

日本語版及び英語版、日立インターメディックスの「日立産機システム会社案内ビデオ」

中国語版、東武鉄道の「株主総会用ビデオ」を各々制作いたしました。 

 次に、コンテンツ営業は、引き続き当社のテレビ映画並びに劇場用映画を各テレビ局・

ＣＡＴＶ局・衛星放送各社･ブロードバンド等のメディアに販売するとともに、ビデオソフ

トやＤＶＤソフトの制作販売も行いました。 

 

なお、連結子会社(株)東京メディアエンタープライズも、日活・東北新社等のＣＳチャ

ンネルや東京放送のＢＳチャンネルへの番組販売の他、独自に取得した映像ソフトで販売

実績をあげるなど、代理店としての業務を充実させております。 

 

以上により、当中間連結会計期間における映像事業の売上高は 816 百万円(前年同期比

25.0％増)となりました。 

 

スタジオ経営事業 

長期賃貸契約のスタジオ収入は、付帯収入を含めて順調に推移いたしました。 

また、短期レンタルのＴＭＣ-1 スタジオも順調に稼働いたしました。 

なお、連結子会社(株)ケイエッチケイアートは、当該部門と協力して営業展開を行うと

ともに、 

  美術制作の効率化を推進しました。 

以上により、当中間連結会計期間におけるスタジオ経営事業の売上高は 837 百万円(前年

同期比 3.7％増)となりました。 

これらの結果、当社グループ全体の当中間連結会計期間における売上高は 1,654 百万円

(前年同期比 0.8%減)、経常利益は 143 百万円(前年同期比 26.5%増)、当期純利益は 76 百万

円(前年同期比 26.1%増)となりました。 

 

 

 

 

 

 

 



 

（当期の見通し） 

  今後の我が国経済と経営環境を展望いたしますと、民間設備投資の減少をはじめ景気先行

きの不透明感があらわれつつあります。テレビ業界においては、こうした景気の推移が広告

の出稿量を通じて作品の制作状況に大きく連動することから、番組受注競争や制作コストに

対する厳しさは継続しております。 

  このような状況のもとで、当社及び当社グループとしては、今後もドラマ番組と情報番組

を確実に受注、制作するため、企画力と営業組織の強化、制作コストのコントロールに努め

てまいります。併せて、メディア領域の拡大を図り、当社所有の映像コンテンツをＢＳ、Ｃ

Ｓ、ブロードバンド等の多メディアに積極的に配信してまいります。 

    一方、スタジオ経営に関しては、平成 19 年 9月末をもって㈱フジテレビジョンと当社との

スタジオ賃貸借契約が終了することにより、当該スタジオが既存のＴＭＣ-１スタジオ同様の

自主運営スタジオという位置づけとなります。これにより安定収入の一部が減少し、原価高

になる要素が見込まれますが、ＴＭＣ-１スタジオと併せて、顧客ニーズに合った一層付加価

値の高いサービスの提供を目指し、積極的な営業展開をしてまいります。なお、㈱東京放送、

関西テレビ放送㈱のスタジオとは今後ともより強固な連携を図り、お互いのスタジオがシナ

ジー効果を発揮できるよう、機能的かつ効率的な運営を行ってまいります。 

 これらグループ事業を着実に積み重ね、持続的成長と競争力の強化を図り、株主価値を高

めてまいる所存です。 

 

これらにより、平成 20 年 1 月期 第1四半期財務・業績の概況（連結）で公表いたしまし

た予想値を変更し、当連結会計年度の見通しは、売上高は 3,272 百万円(前年度比 5.5%減)、

経常利益は 160 百万円(前年度比 52.0%減)、当期純利益は 84 百万円(前年度比 51.7%減)を見

込んでおります。



(単位：千円)

金　額 金　額
(資　産　の　部) (負　債　の　部)

流　動　資　産 954,794 流　動　負　債　 1,382,250

現 金 及 び 預 金 452,261 買 掛 金 130,450

受取手形及び売掛金 413,444 1年内返済予定長期借入金 240,000

た な 卸 資 産 60,554 未 払 法 人 税 等 62,038

繰 延 税 金 資 産 8,988 1年内返還予定長期預り保証金 730,000

そ の 他 20,015 賞 与 引 当 金 10,272

貸 倒 引 当 金 △ 470 そ の 他 209,490

固　定　資　産 6,591,633 固　定　負　債 3,745,575

6,242,094 長 期 借 入 金 960,000

建 物 及 び 構 築 物 3,366,283 退 職 給 付 引 当 金 129,575

機械装置及び運搬具 170,831 長 期 預 り 保 証 金 2,242,731

土 地 2,677,062 再評価に係る繰延税金負債 413,044

そ の 他 27,917 そ の 他 225

5,127,826

(純資産の部)

60,681 株主資本 1,799,035

借 地 権 59,571 資　　 本 　　金 1,100,000

そ の 他 1,109

資 本 剰 余 金 154,304

288,857 利 益 剰 余 金 569,282

投 資 有 価 証 券 5,900

繰 延 税 金 資 産 31,961 自　　己　　株　　式 △ 24,551

そ の 他 258,347

貸 倒 引 当 金 △7,352 評価・換算差額等 619,566

土地再評価差額金 619,566

純資産合計 2,418,601

資　産　合　計
7,546,428 7,546,428

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

負債及び純資産合計

中間連結貸借対照表

(平成１9年7月３１日現在)

負　債　合　計

科　目 科　目

投資その他の資産

有形固定資産

無形固定資産



　　　　　　　　　　 中間連結損益計算書

(単位：千円)

売上高 1,654,321

売上原価 1,206,686

447,634

販売費及び一般管理費 291,865

155,769

営業外収益

303

3 306

営業外費用

12,227

0 12,227

143,849

特別損失

7,200

136,649

57,514

3,060 60,574

76,074

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　          　　　　　自　平成19年2月  1日
　          　　　　　　　　　至　平成19年7月31日

科　　　　　目 金　　　　　　　額

売上総利益

営業利益

受取利息及び受取配当金

その他の営業外収益

支払利息

その他の営業外費用

経常利益

中 間 純 利 益

役員退職慰労金

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額



(単位：千円)

金　　　額 金　　　額

(資産の部)

805,922 1,328,689

現 金 ･ 預 金 394,111 90,043

受取手形及び売掛金 346,330 240,000

商 品 2,071 18,423

仕 掛 品 36,910 100,196

未 収 入 金 12,735 56,800

前 払 費 用 4,766 16,001

繰 延 税 金 資 産 8,484 64,337

そ の 他 510 4,374

730,000

8,512

6,634,577 固　定　負　債 3,759,413

有形固定資産 6,239,524 960,000

建 物 3,297,817 120,867

構 築 物 67,683 22,770

機 械 及 び 装 置 170,619 2,242,731

車 両 及 び 運 搬 具 128 413,044

工 具 器 具 及 び 備 品 26,212

土 地 2,677,062 5,088,102

無形固定資産 59,936 株主資本 1,732,830

借 地 権 59,571 資　　 本 　　金 1,100,000

ソ フ ト ウ エ ア 55 資 本 剰 余 金 154,304

そ の 他 309 154,304

投資その他の資産 335,116 利 益 剰 余 金 503,078

投 資 有 価 証 券 5,900 利益準備金 7,139

関 係 会 社 株 式 10,000 その他利益剰余金 495,938

長 期 貸 付 金 33,000 繰越利益剰余金 495,938

差 入 保 証 金 200,550

長 期 前 払 費 用 16,698 自　　己　　株　　式 △ 24,551

繰 延 税 金 資 産 38,820

そ の 他 30,147 評価・換算差額等 619,566

土地再評価差額金 619,566

2,352,397

7,440,500 7,440,500

　

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

再 評 価 に 係 る 繰延 税金 負債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

1年内返還予定長期預り保証金

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

流　動　資　産 流　動　負　債

固　定　資　産

中間貸借対照表
(平成19年7月31日現在)

買 掛 金

1年内返済予定長期借入金

(負債の部)

科　　　目 科　　　目

資産合計

資本準備金

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

子 会 社 損 失 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金

負　債　合　計

(純資産の部）

純資産合計

負債及び純資産合計



基 準 日

同 事 務 取 扱 場 所

同 連 絡 先

同 取 次 所

公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞

国際放映株式会社
電話（03）3749-7213

　　電話0120-244-479（本店証券代行部）

〒157-0073

東京都世田谷区砧五丁目7番1号

株　　主　　メ　　モ   

事 業 年 度 毎年2月1日から翌年1月31日まで

定 時 株 主 総 会 4月下旬

配当金受領株主確定日 期末配当金 1月31日

定時株主総会 1月31日

その他必要あるときは、あらかじめ公告して臨時に基準日を定める。

株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

〒137-8081

東京都江東区東砂七丁目10番11号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

電話 0120-232-711(通話無料）

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

○ 株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱ＵＦＪ信託銀行の電話番号及び

 　インターネットでも24時間承っております。

   　　 0120-684-479（大阪証券代行部）

インターネットホームページ　 http://www.tr.mufg.jp/daikou/



本資料についてのご注意 

 
本資料は、業績の進捗状況の参考となる情報提供のみを目的としたものであり、投資等

の最終決定は投資家ご自身の判断でなさるようお願いします。 
また本資料を判断材料とした投資の結果等に対する責任は負いかねますのでご了承くだ

さい。 
 
本資料中の予想または計画は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作

成したものであり、実際の業績は経済情勢等今後様々な要因によって予想または計画数値

と異なる場合があります。 
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